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て見てみる。 まず地方(都道府県と市町村の平成 18 年度の決算では)の支出






















成 18 年度決算では全体の約 47.2%を占めている。つまり、地方自治体の
教育に関する効率性について分析する上で、 教育費の中で大きな部分を占
める義務教育についての分析は重要である。 











度には 91.9%と減少している。 2008 年度には児童のほとんどが公立の小学
校に通っているが、中学生の約 12 人に 1 人が公立の中学校に通っていな
い。その上、近年では私立中学校の数は増加しているが、私立中学校に通
う児童の割合は 2006 年度には秋田県で 0.26%、東京都で 26%と大きく地
域差がある。 
 
[図表 1]公立小学校と中学校に通う生徒割合の変化(1975～ 2008 年 ) 
 





みると、以下の通りである。([図表 2]、 [図表 3]参照) 
 
 [ 図表 2] 児 童1 人当たり教育費(消費的支出)のヒストグラム 
 
出所)文部科学省資料「平成 19 年度地方教育費調査」より作成 
 
[図表 3] 児 童1 人当たり教育費(消費的支出)と児童数の関係 
 
出所)文部科学省資料「平成 19 年度地方教育費調査」より作成 
 
3 児童 1 人当たり教育費(消費的支出)のヒストグラムである[図表 2]より児
童 1 人当たり教育費には、約 102 万円から約 61 万円までと、かなりばらつ
きがあるのが見てわかる。そしてそのバラツキは、規模の経済など環境的な










2.  先行研究 
 






も人口との間には U 字型の関係があると推計されていた。 教育費についても








4 教育費と人口の間には U 字型の関係が存在するという推計結果になってい
る。 
次に義務教育に関する研究として、Ohtake・ Sano(2010)がある。この中で





摘されているので、Ohtake・ Sano(2010)では、高齢化率の 1 期ラグを操作変
数として用いて、操作変数法で推計を行っている。 
Ohtake・Sano(2010)の推計結果、 欧米の研究と同様に日本でも 1990 年以前
は義務教育費と高齢化率は正の関係にあったが 90 年以降、義務教育費と高
齢化率には負の関係にあると実証されていた。 さらにそのような構造変化し






児童 1 人当たり教育費は負の相関があるとされている。 
また、都道府県の部門別の非効率性を測定した研究が小川・棚橋(2007)が













3.  本稿のモデル 
 
都道府県が解くべき費用問 は、以下のように考えられる。  題
min
h L ,       C   W h L   W  h L   h  L 
s.t.     N   AF h L ,h  L   
ここでW は本務教員の賃金率のことであり、 W は兼務教員の賃金率のこと
を表している。またL は本務教員数であり、L は兼務教員数、h は本務教員
の労働時間h は兼務教員の労働時間を表している。さらに、N は在籍してい
る児童数を表しており、A は生産関数における生産のシフトパラメータ、C
は都道府県内で実際にかかった総費用 、経常的な費用である。  のうち
よって、本モデルでの費用関数は、C   C W ,W  ,N となる。しかし、教員の
労働時間に関するデータは入手困難であり、 賃金率に関する変数の作成は困
難である。 そこで賃金率の代わりに、 本務教員と兼務教員の平均賃金、 W h と
W h を用いる。 
そこで、本稿では、費用関数をC   C W h ,W  h ,N として推計を行う。ここ
で、費用関数の形をコブ・ダグラス型の費用関数だと仮定して両辺に自然対
数をとると、費用関数は 







れは、教育の質(Q)と環境要因(Z)の 2 種類であると考えられる。 
なぜなら教育の質が高い所や、 環境要因によって費用は変化する可能性が
ある。まず教育の質についてだが、児童 1 人当たり本務教員数が多いほど一












級割合によって費用が変化する可能性も考えられる。 さらに児童 1 人当たり
面積が大きいと学校の数がたくさん必要になり同じ児童数でもより多くの
費用が必要になってしまうと考えられる。 
よって、費用関数の推計の際のAJには、児童 1 人当たり本務教員数、1 学
校当たりの児童数、不登校児童割合、自治体の裁量に関する変数、政令市に
関する変数、特別支援学級割合、児童 1 人当たり面積を変数として用いる。  
 
4.  推計方法 
 
  2001年～2006年の都道府県のパネルデータを用いて、 Stochastic Frontier 
Analysis(SFA)で効率値の推定を行う。 
2001 年から 2006 年度のデータで分析を行うのは、 2006 年が本稿作成段階
で、すべての最新のデータがそろう年である。そして 2001 年には、それま
で 1 学級 40 人を下回る学級編成を行うことが都道府県の裁量では不可能で
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 , は うになると仮定する。  以下のよ
誤差項：  ｖ
 ,      ,      ,  
ここで、  , は非効率項であり、  , は IID の誤差項である。 
以上のモデルを最尤法を用いて推計を行う。 
パネルの SFA では非効率項が時間によって非効率性が変化するモデル
(Time-varying decay inefficiency model)と非効率項が時間によって非効率性
が変化しないモデル(Time-invariant ineffic en el ２つに けられる。   i cy mod )の 分
Time-varying decay inefficiency model ではu    e x p     η  ｔ   Ｔ
   u と仮定して
推計する。一方 Time-invariant inefficiency model ではu , ＝ u と仮定し推計す
る。ちなみにu ～ N  µ,σ
µ
 
 (i,i,d)であり、  , ～ N 0,σ
ε
   (i,i,d)と仮定して推計を
行っている。 
 
5.  データの説明 
 
  3 章で説明をしたモデルを用いて SFA を用いて、 費用非効率を推計する。
ここで被説明変数は公立小学校教育費の消費的支出を用いる。 消費的支出を
用いるのは、経常経費で分析をするためである。 
                                                        
1    都道府県データと書いているが、実際に都道府県で掛った教育の消費支出
のことであり、その中身は国庫補助金や都道府県支出金、市町村分担金、地方
債などによって構成されている。 
8   そして説明変数としては、児童数、本務教員の賃金、兼務教員の賃金、















務者）1 人、B学校で教員（兼務者）1 人、あわせて教員（兼務者）2 人とし
て計上」となっている。このように同じ人物がダブルカウントされている場







校を年間で 30 日以上休んでいる児童の総数である。 
しかし不登校児童だけでなく、 長期欠席者率を不登校児童割合として用い
たのは、以下の理由がある。それは、不登校児童と病気欠席の児童を区別す



























するために、 この裁量的に追加している割合を表す変数の 1 年前の値を用い
る。この変数を以下からは裁量と名付けて説明を行う。 
最後に政令市に関する変数としては、 その年度の開始時期である 4 月 1 日
に政令市を持っている都道府県に１、それ以外の都道府県は０を入れた、ま
た東京都も特別区を持っているので同様だと考え、 東京都にも 1 を入れ政令
市ダミーを作成して、それを定数項ダミーとして用いた。 
                                                        
3  具体的には 2006 年度のデータで児童 1 人当たり本務教員数と児童数の相関
係数は-0.6855 であった。 
10 [図表 4   費用関数に関する変数のデータの出所と記述統計] 
データの出所 
統計名  出所  データ 
学校基本調査  文部科学省  児童数、本務教員数、兼務教員数、 
学級数（合計） 、長期欠席者率、 
学校数、支援学級数 
地方教育費調査報告  文部科学省  本務教員の人件費、 兼務教員の人件費
小学校教育費(消費支出) 
基準財政需要額(建築分を除く) 
民力データベース    面積 
 
データの記述統計 
変数  平均  標準誤差 最小  最大  単位 
公立小学校教育費 
(消費支出) 
114,000,000 97,000,000  29,000,000 489,000,000  千円 
本務教員の賃金  7072.139 408.1327 6250.413 8374.341  千円 
兼務教員の賃金  3572.92 5286.259  39.56  41585.93 千円 
児童数  151245.3 129435.2 33836  555245  人  
教育の質  1 0.139662  0.75029  1.4248   
長期欠席者率  8.625441 2.222494 3.95235  14.7392  ‰  
裁量  1.040355 0.0804296 0.85  1.36   
政令市ダミー  0.255319 0.436816 0  1   
支援学級割合  8.704709 2.947959 2.85473  17.3353  % 
1 学校あたり児童数  279.5773 91.25352 133.151  541.784  人 /校  





11 6.  費用関数による推計結果 
 
パネルの SFA では、 Time-invariant inefficiency model か Time-varying decay 
inefficiency model のどちらで推定するべきかを検定する必要がある。
Time-varying decay model では、 u    e x p     η  ｔ   Ｔ
   u と仮定されているが、
η＝０かどうかを検定することで、Time-invariant inefficiency model か





う。その検定の結果、P 値は 0.471 であるので、帰無仮説は棄却されない。 
よって、 Time-invariant inefficiency model で推計した方が良いと検定された。  
よってここでは、Time-invariant inefficiency model の簡単な推計結果のみを
記載する。詳しい Time-invariant inefficiency model と Time-varying decay 
inefficiency model の結果については、論文の補論１に記載しておく。 
[図表 5   費用関数での推計結果] 
被説明変数：公立小学校教育費(消費支出)(サンプル数：282) 
説明変数  符号 
Ln(児童数)  +*** 
Ln(本務教員の賃金)  +*** 
長期欠席者率  － *** 
教育の質  +*** 
1 学校あたり児童数  － *** 
支援学級割合  +*** 
政令市ダミー  +** 
児童 1 人当たり面積  +** 
裁量  +** 
定数項  +** 
非効率  あり 













県内で裁量的に教育費を追加で出している所の方が費用は高い。 児童 1 人当
たり面積が広いほど費用は増加する。 これは児童 1 人当たり面積が広いとそ
れだけ学校を多く作らなければならなくなり、 同じ児童数でも児童 1 人当た
り面積が広い所の方が教員を多く必要になり、費用の増加をもたらす。 
 









化は児童 1 人当たり教員数の増加に影響を与え、 既存の施設や人員の余剰(X
非効率)を抱え込んでしまうので、児童の減少で削減すべきコストが、削減
                                                        





さらに 1 学校当たりに児童数が多い ( 学校規模が大きい)  と、先ほどの推
計結果より費用は少なくて済み、 かつ一般的にクラブ活動などしやすくなり
教育効果も高いと考えられる。そこで、学校統廃合を行うなどの努力をして
小規模校化を抑えている都道府県は、 効率的なのではないのかと考えられる。  
そこで、実際に学校数の変化と 1 学校当たり児童数の変化を見てみると、


























































[図表 7   非効率性の分析に関する変数のデータの出所と記述統計] 
データの出所 
統計名  出所  データ 
学校基本調査  文部科学省  児童数、学校数 




変数  平均  標準偏差 最小  最大  単位
非効率性  1.05319 0.043116 1.00368 1.26181    
児童の変化率  -0.90066 0.935567 -2.76997 1.35336  (％)
学校の変化率  -1.01378 1.165499 -6.00601 0.851064  (％)
教員総人件費に占める
兼務教員の人件費比率 
1.408104 1.765025 0.02359 6.612523  (％)
合計特殊出生率  1.391064 0.134761 1 1.83    
サンプル数：282 
 









説明変数：児童の変化率、学校の変化率  、合計特殊出生率(1 年ラグ) 
     教 員 総 人件費に占める兼務教員の人件費比率 
 
以上のモデルでパネルトービットモデルを用いて推計を行った。そして、






16 [図表 8   非効率性の分析の推計結果] 
被説明変数：非効率性 
説明変数  符号 
児童の変化率  － *** 
学校の変化率  +*** 
教員総人件費に占める兼務教員の人件費比率  － *** 
合計特殊出生率  － *** 
定数項  +*** 



















































すこと ( 小規模校化の抑制)  や兼務教員を活用することによって、教員の調
18 整をするということが、有効である。そのようにすることによって、効率的
な教育運営を行っていくことが今後求められていると考えられる。 
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  被説明変数：小学校教育費 
         ( 消 費 的 支 出 )  
TI Model  TVD  Model 
変数名  係数(下段は標準誤差) 
ln(本務教員の賃金) 
0.5166*** 0.5225*** 
(0.0506)  (0.0510) 
ln(児童数) 
1.0346*** 1.0357*** 
(0.0101)  (0.0102) 
教育の質 
0.5566*** 0.5509*** 
(0.0938)  (0.0913) 
学校 1 校当たり児童数 
-0.0005*** -0.0005*** 
(0.0001)  (0.0001) 
長期欠席率 
-0.0051*** -0.0047*** 
(0.0011)  (0.0012) 
特別支援学級割合 
0.0061*** 0.0057*** 
(0.0011)  (0.0012) 
児童 1 人当たり面積 
0.1890*** 0.1854*** 
(0.0928)  (0.0902) 
政令市ダミー 
0.0179*** 0.0179*** 
(0.0082)  (0.0084) 
裁量 
0.0549*** 0.0516*** 
(0.0262)  (0.0265) 
定数項 
1.1144*** 1.0642*** 
(0.4547)  (0.4533) 
ln σ 










    -0.00985 
    (0.01366) 
対数尤度  683.92878 684.19424 
Wald    30822.58 29992.79 
wald P 値    0.0000   0.0000 
サンプル数  282 282 
wald はχ２乗値を表している。 
***は 1% ** * の有意水準  、 は 5%、 は 10%で
ここで、σ 
   σ  
   σ  
























対数尤度  1752.7449 
Wald  1966.21 
wald P 値    0.0000 
サンプル数  282 
wald はχ２乗値を表している。 
***は 1%、**は 5%、*は 10%での有意水準The Cost Inefficiency of Public Primary Education in Japan




Under the current fiscal conditions in many local, regional as well as the national 
government, the public schools face the substantial budget shortfalls.  In order 
to alleviate the substantial budget shortage, it is important to raise efficiency, 
particularly in primary education as the costs of primary education are dominant 
part of the budget spending.    Improving the productivity of human capital is also 
essential for providing better quality service, and this can be also achieved by 
raising efficiency in primary education.    This paper reports the empirical study 
on inefficient education spending in public schools, particularly for primary 
education by using Stochastic Frontier Analysis (SFA).  By applying Tobit 
Model in our analysis of inefficiency of public school spending in primary 
education, we were able to locate the source of the problem was triggered by the 
decrease in the number of schools as a result of declining birth rates and the 
number of school children.   Based upon our study using the estimated cost 
functions related to inefficiency of spending, we conclude that the larger schools 
with greater number of students perform better at cost efficiency than the smaller 
schools with smaller number of students.     
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